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オホーツク総合振興局管内市町村決算の状況 

 

１ 概要 

○ 平成２８年度における管内１８市町村（３市１４町１村）の普通会計決算状況は、平

成２７年度と比較して、歳入が１８億６１百万円（０．８％）、歳出が２２億６８百万

円（１．１％）の増加となっている。 

 

○ 歳入歳出ともに最も低かった平成２０年度と比較して、歳入が３１４億６９百万円（１

６．５％）、歳出が３０１億８百万円（１６．０％）の増加となっている。 

 

   【歳入】２，２２６億２百万円 （平成２７年度 ２，２０７億４１百万円） 

   【歳出】２，１７８億３０百万円（平成２７年度 ２，１５５億６２百万円） 

 

 

２ 決算収支 

○ 平成２８年度の歳入歳出差引額（形式収支）は４７億７１百万円の黒字となっている。 

 

○ 形式収支から繰越明許費などの翌年度に繰り越すべき財源（８億４０百万円）を差し

引いた実質収支は、３９億３１百万円の黒字となっており、実質収支比率は３．３ポイ

ントとなっている。 

 

○ 実質収支は、管内１８市町村の全てで黒字となっている。 
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３ 歳入 

○ 地方税は１．９％の増加となっている。 

 

  ○ 地方交付税は、２．４％の減少となっている。 

    また、地方交付税の振替えとして発行される臨時財政対策債を含む実質的な地方交付

税は、およそ３，３９５百万円の減少となっている。 

 

  ○ 地方譲与税等は、前年度に比べて配当割交付金、ゴルフ場利用税交付金等が減少して

いるが、軽油・自動車取得税交付金等の増加により、全体で８．５％の減少となってい

る。 

 

  ○ 国庫支出金は、建設事業に係る支出金などの増により１．８％の増加、道支出金は子

育て支援制度に係る支出金などの増により０．３％の増加となっている。 

   

  ○ 地方債は、臨時財政対策債が前年度と比べ２０．８％減少しており、地方債全体では

２．７％の増加となっている。 

 

  ○ その他は、基金からの繰入金の増加などにより、１０．０％の増加となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円、％）

構成比 構成比 増減額 増減率

35,233 15.8 34,574 15.7 659 1.9

16,755 7.5 16,348 7.4 407 2.5

個 人 分 14,086 6.3 13,793 6.2 293 2.1

法 人 分 2,669 1.2 2,555 1.2 114 4.5

13,322 6.0 13,146 6.0 176 1.3

81,130 36.4 83,121 37.7 -1,991 -2.4

8,889 4.0 9,715 4.4 -826 -8.5

125,253 56.3 127,410 57.7 -2,157 -1.7

22,684 10.2 22,286 10.1 398 1.8

14,519 6.5 14,471 6.6 48 0.3

29,357 13.2 28,581 12.9 776 2.7

5,354 2.4 6,758 3.1 -1,404 -20.8

30,788 13.8 27,992 12.7 2,796 10.0

222,602 100.0 220,741 100.0 1,861 0.8

小 計 （ 一 般 財 源 ）

国 庫 支 出 金

 　　　 ２　国庫支出金には、「国有提供施設等所在市町村助成交付金」を含んでいる。

平成28年度 比較

地 方 譲 与 税 等

平成27年度

　　　　３　各項目において端数調整をしているため、合計と内訳は一致しないことがある。

地 方 債

そ の 他

合 計

（注）　１　地方譲与税等には、「地方譲与税」の他「利子割交付金」、「配当割交付金」、「株式等譲渡所得割交付金」、「ゴルフ場利用税交付金」、

道 支 出 金

う ち 臨 時 財 政 対 策 債

   　　　「軽油引取税交付金」、「自動車取得税交付金」、「地方消費税交付金」、「地方特例交付金」を含んでいる。

歳　入　決　算　額　の　状　況

う ち 市 町 村 民 税

う ち 固 定 資 産 税

区        分

地 方 税

地 方 交 付 税
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（単位：百万円、％）

構成比 構成比 増減額 増減率

78,458 36.0 78,351 36.3 107 0.1

人 件 費 27,716 12.7 28,401 13.2 -685 -2.4

扶 助 費 24,250 11.1 22,822 10.6 1,428 6.3

公 債 費 26,493 12.2 27,128 12.6 -635 -2.3

43,384 19.9 41,651 19.3 1,733 4.2

普 通 建 設 事 業 費 40,485 18.6 40,601 18.8 -116 -0.3

う ち 補 助 事 業 費 20,445 9.4 19,795 9.2 650 3.3

う ち 単 独 事 業 費 20,040 9.2 20,806 9.7 -766 -3.7

災 害 復 旧 事 業 費 2,899 1.3 1,050 0.5 1,849 176.1

失 業 対 策 事 業 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

95,988 44.1 95,560 44.3 428 0.4

物 件 費 30,289 13.9 29,184 13.5 1,105 3.8

維 持 補 修 費 6,033 2.8 5,887 2.7 146 2.5

補 助 費 等 31,216 14.3 30,257 14.0 959 3.2

積 立 金 5,330 2.4 6,016 2.8 -686 -11.4

投資及び出資金・貸付金 7,116 3.3 8,256 3.8 -1,140 -13.8

繰 出 金 16,004 7.3 15,962 7.4 42 0.3

217,830 100.0 215,562 100.0 2,268 1.1

（注）１「うち補助事業費」には、補助事業費、国直轄事業負担金、受託事業費のうち補助事業費が含まれている。

区　　　　　　　分

　　　３　各項目において端数調整をしているため、合計と内訳は一致しないことがある。

性　質　別　歳　出　決　算　額　の　状　況

比較

　　　２「うち単独事業費」には、単独事業費、同級他団体施行事業負担金、道営事業負担金、受託事業費のうち単独事業

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

そ の 他 の 経 費

合 計

平成28年度 平成27年度

 

 

４ 歳出 

○ 人件費は、２．４％の減少となっている。 

 

  ○ 扶助費は、社会福祉費の増加などにより６．３％の増加となっている。 

 

  ○ 公債費は、過去に発行した地方債の償還額の減少などにより２．３％の減少となって

いる。 

 

  ○ 投資的経費は、大雨災害に伴う災害復旧事業費が増加したこと等により、全体で４．

２％の増加となっている。 
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○ 管内平均の歳入決算額の内訳を構成比別に見ると、地方税が全体の１５．８％、地方

交付税が３６．４％を占めている。 

 

○ 全道平均と比較すると、地方税が６．４％下回り、地方交付税が１０．６％上回って 
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いる。 

 

 

 

○ 管内平均の歳出決算額（性質別）の内訳を構成比別に見ると、義務的経費（人件費、

扶助費、公債費）が全体の３６．０％を、投資的経費（普通建設事業、災害復旧事業費

等）が１９．９％を占めている。 

 

○ 全道平均と比較すると、人件費は０．２％、公債費が１．６％、投資的経費が５．３

％上回っている。 
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※ 人口は、平成２９年１月１日住民基本台帳による。 

 

○ 管内平均の人口１人当たりの歳入決算額は７６９千円であり、全道平均と比較すると

１７６千円多くなっている。 

 

○ 歳入額が大きい費目は、地方交付税（２８０千円）、国・道支出金（１２９千円）、

地方税（１２２千円）の順となっている。 

 



7 

 

 

 

※ 人口は、平成２９年１月１日住民基本台帳による。 

 

○ 管内平均の人口１人当たりの歳出決算額は７５４千円であり、全道平均と比較すると

１７２千円多くなっている。  

 

○ 歳出額が大きい費目は、投資的経費（１５０千円）、人件費（９６千円）、公債費（９

２千円）の順となっている。 
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５ 健全化判断比率・資金不足比率 

 

  地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、平成１９年度決算から新たに各市町 

村において算出することになった指標であり、各指標で定められている一定の基準を超える

と、財政健全化計画等を策定しなければならない。 

 

 

（１）実質赤字比率 

標準財政規模に対する一般会計等の実質赤字額の比率であり、財政規模に応じて、１１．

２５～１５％が早期健全化基準、２０％が財政再生基準となっている。 

なお、平成２８年度決算において、実質赤字が発生している市町村はない。 

 

（２）連結実質赤字比率 

標準財政規模に対する全会計の実質赤字額又は資金不足額の比率であり、財政規模に応

じて、１６．２５～２０％が早期健全化基準、３０％が財政再生基準となっている。 

なお、平成２８年度決算において、連結実質赤字が発生している市町村はない。 

 

（３）実質公債費比率 

普通会計における地方債の元利償還金のほか、公営企業会計及び一部事務組合等におけ

る地方債の元利償還金に対する普通会計からの負担金や償還金的な債務負担行為額なども   

加えた実質的な公債費指標であり、２５％が早期健全化基準、３５％が財政再生基準とな

っている。 

なお、平成２８年度決算において、地方債の許可団体となる１８％以上の市町村は発生

していない。 

また、管内平均は９．７％であり、全道平均（７．７％）と比較して、２．０ポイント

上回っている。 
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（４）将来負担比率 

○ 地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき実質的な負債(地方公社や損失補償を

行っている第三セクターに係るものを含む)を捉えた比率であり、３５０％が早期健全

化基準となっている。 

 

○ 平成２８年度決算において３５０％を超えた市町村はなく、管内平均は４４．０％で、

全道平均（５１．６％）と比較して７．６ポイント下回っている。 

 

 

 

（５）資金不足比率 

○ 公営企業会計における事業規模に対する資金不足額の比率であり、２０％が経営健全

化基準となっている。 

 

○ 平成２８年度決算において資金不足が発生している市町村及び会計は、１団体１会計

であり、経営健全化基準を上回る会計はない。 

 

 

    
団体名 事業名 特別会計の名称 資金不足比率 

網走市 宅地造成事業 能取漁港整備特別会計 15.4 
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６ 経常収支比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 管内平均（加重平均）の経常収支比

率は、８６．０％となっており、前年

度より１．６％の増加となっている。 

                       

○ 全道平均よりも３．５％低く、比率

が最も高い平成１９年度と比べると、

４．１％低い数値であるが、依然とし

て財政構造の硬直化が続いている。 

 

                   

※ 経常収支比率・・・地方税、普通交付税のように

使途が特定されない経常的な収入（経常一般財源収

入）のうち、人件費、扶助費、公債費といった経常

的な支出（経常的経費）がどの程度占めているかを

表したもの。この比率により財政構造の弾力性を測

定する。 
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７ 地方債現在高及び積立金現在高 

 

 

 

○ 平成２８年度末の地方債現在高は、２，７７１億４１百万円で、前年度より５２億３

０百万円の増加（１．９％）となっている。 

 

 

 

○ 平成２８年度末の積立金現在高は、８９７億８３百万円で、前年度より１３億６３百

万円の増加（１．５％）となっている。 
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※ 人口は、平成２９年１月１日住民基本台帳による。 

 

○ 管内平均の人口１人当たりの積立金現在高は３１０千円であり、全道平均と比較する

と、１８０千円高くなっている。 

 

○ 地方債現在高は９５８千円で、全道平均より３１５千円高くなっている。
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市町村の財政状況（平成28年度決算）

(単位：千円、％）

団 体 名
住基人口

H29.1.1

財 政 力

指 数

標 準

財 政 規 模
歳 入 総 額 歳 出 総 額 実 質 収 支

経 常 収 支

比 率
地方債残高

債 務 負 担

行 為 残 高

積 立 金

現 在 高

実質赤字

比 率

連結実質

赤字比率

実質公債費

比 率

将来負担

比 率

北見市 119,978 0.452 35,113,170 70,664,379 70,384,733 150,397 91.5 100,115,747 5,429,591 12,347,513 - - 10.0 138.8

網走市 36,912 0.411 11,975,499 25,202,317 25,033,954 106,686 96.3 34,305,069 5,872,432 3,390,549 - - 15.5 171.6

紋別市 22,866 0.297 9,724,383 18,747,540 18,214,101 511,670 88.3 23,611,388 2,065,627 4,336,697 - - 11.2 37.9

美幌町 20,244 0.352 6,731,624 11,337,230 11,282,996 54,044 77.8 8,685,983 768,368 4,587,478 - - 8.9 -

津別町 4,982 0.191 3,495,365 6,131,801 5,980,800 132,038 78.4 5,664,829 164,369 5,383,840 - - 3.7 -

斜里町 11,862 0.351 5,693,600 9,223,617 9,018,963 171,385 84.2 11,904,735 1,459,461 2,324,193 - - 10.6 84.2

清里町 4,205 0.175 3,186,067 5,238,037 4,988,178 248,334 78.1 6,153,607 3,539,772 4,782,081 - - 9.3 -

小清水町 5,059 0.200 3,571,548 5,748,026 5,438,081 291,013 84.4 8,460,898 1,362,009 3,363,665 - - 9.2 2.2

訓子府町 5,201 0.213 2,833,458 5,190,841 4,912,490 239,833 75.9 4,753,620 158,321 4,248,056 - - 7.2 -

置戸町 3,034 0.127 2,863,102 5,429,890 5,292,809 134,374 77.7 5,329,475 53,969 3,295,549 - - 6.7 -

佐呂間町 5,346 0.231 3,427,636 6,118,699 5,926,956 187,108 78.9 6,971,595 15,361 4,957,847 - - 5.8 -

遠軽町 20,717 0.260 9,668,237 16,619,882 15,992,621 458,442 87.0 20,679,369 493,006 9,628,798 - - 9.4 9.6

湧別町 9,203 0.246 5,387,905 9,216,310 8,672,663 392,349 80.3 9,740,346 1,290,666 7,035,924 - - 6.8 -

滝上町 2,717 0.108 2,837,810 4,729,133 4,388,826 257,083 76.4 5,459,510 31,756 3,670,157 - - 4.9 -

興部町 3,920 0.198 2,867,938 4,936,066 4,752,200 183,797 76.2 4,584,932 54,077 2,851,864 - - 8.9 -

西興部村 1,117 0.088 1,473,241 2,548,652 2,499,840 44,275 87.4 3,923,352 13,296 3,782,115 - - 12.4 -

雄武町 4,543 0.172 3,677,517 6,298,703 5,960,357 251,832 70.3 5,445,667 144,189 4,307,696 - - 6.0 -

大空町 7,406 0.244 5,166,440 9,220,456 9,089,692 116,590 84.8 11,350,569 1,846,010 5,489,140 - - 10.6 -

都市合計 179,756 0.414 56,813,052 114,614,236 113,632,788 768,753 92.0 158,032,204 13,367,650 20,074,759 11.3 129.1

町村合計 109,556 0.233 62,881,488 107,987,343 104,197,472 3,162,497 80.6 119,108,487 11,394,630 69,708,403 8.2 -

局合計 289,312 0.316 119,694,540 222,601,579 217,830,260 3,931,250 86.0 277,140,691 24,762,280 89,783,162 9.7 44.0

全道合計 5,370,732 0.451 1,651,612,836 3,185,840,509 3,129,790,794 45,440,374 87.9 3,454,843,857 392,747,181 698,092,994 8.7 53.7

※各種比率は加重平均


